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が既定酪農家に、これを上回る30.5％が不在酪農家に、
後継者不在であった酪農家のうち3.2％が既定酪農家に、
16.3％が未定酪農家に変わったのである（表３）。

このように、後継者既定率のわずかな上昇はみられた
が、経営主年齢が大きく上昇したことにより、基幹的酪
農従事者の充足度を示す「担い手確保率」（経営主が50
歳未満か、16歳以上の後継者が決定している酪農家の割
合）は、全体で8.9ポイント低下している（表４）。この
担い手確保率の低下は、ほとんどの規模階層でみられる
共通した傾向であるが、酪農家戸数の減少が続く下では、
わが国の生乳生産量が減少する一要因と言えよう。

本稿で分析するのは、「平成19年度酪農全国基礎調査」
と、平成25年に関東生乳販連が実施した「酪農動態調査」
から得られたデータである。悉皆調査である両調査の双
方において、調査票を回収することのできた酪農家（2,185
戸）を対象として実施した再集計結果に基づき、この期
間に酪農経営の担い手にみられた変化を中心に考察する
こととする。平成24年度における関東生乳販連の受託
乳量は、全国指定団体の約16％、都府県指定団体の約
33％を占めており、同管内で得られた調査データは、わ
が国酪農、とくに都府県酪農の実態を明らかにするうえ
で有意であると考えられる。
この５年余りの間に、経営主の平均年齢は5.1歳上昇
した。経産牛飼養頭数規模別（以下、規模別）に平均年
齢の変化をみると、平均年齢が若い大規模層ほど大きく
上昇しており、その結果、規模階層間の経営主の平均年
齢差は縮小している（表１）。その要因としては、大規
模層では経営主の交代があまり進んでいないことに加え
て、小規模層に属する比較的高齢の経営主が多数廃業し
ていることが考えられる。

表２に示したように、後継者の決定した酪農家の割
合（以下、既定率）は、わずかながら上昇（3.2ポイン
ト）している。これを規模別にみると、もともと既定率
の高い大規模層ほど上昇幅が大きく、既定率の規模間
格差は広がる傾向にある。この背景には、５年余りの間
にみられた後継者決定状況の変化がある。つまり、平成
19年度調査において後継者既定であった酪農家のうち
10.4％が平成25年度調査において未定酪農家に、3.6％が
不在酪農家に、後継者未定であった酪農家のうち17.7％
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　わが国の酪農経営にとっては、近年、乳価引き上げというプラス要素がある一方、牛乳乳製品価格の値上げによる消費への悪影響、自由
貿易交渉の進展、流通飼料価格の高止まりなどの不安定要素もある。このような状況の下、わが国では酪農家戸数の減少に歯止めがかから
ない状況が続いている。そこで、既存の調査結果を基に、近年における酪農経営の担い手減少のメカニズムの一端を明らかにしてみたい。

表１　経営主平均年齢の変化

表２　経営後継者既定率の変化

表３　後継者決定状況の推移分布

 

表４　担い手確保率の変化


